
３　いきいきと暮らし働くことのできる活力ある大分県

①知恵を出し汗をかいてもうかる農林水産業の振興
（単位：千円）

 ○「The・おおいた」ブランド確立に向けた商品（もの）づくり

29,040

(25,647)

1,548,531

(631,620)

73,953

(55,134)

1,257

(0)

361,763

(0)

10,708

(25,883)

7,963

(0)

13,279

(19,731)

794,604

(378,768)

98

97
有機農業産地育成推進事
業

　有機農業者の確保や経営の安定化を図るため、新たに有機栽培に取り
組む農業者などを支援する。
　・ベテラン農家による新規就農者の指導
　・有機ＪＡＳ認証取得を目指す生産者の支援
　・有機流通アドバイザーによる販路拡大の支援（２人）

おおいたブラ
ンド推進課

102

　量販店等のニーズに対応したブランドづくりを推進するため、しいた
け担当マーケターを新設し、生産者団体の流通・指導体制を強化する。
【特】生産者による販路拡大を促進するため、県外での展示商談会の出
店経費に対し助成する。

94
おおいたブラ
ンド推進課

100
緊急雇用おおいた冠地ど
り消費拡大推進事業

　おおいた冠地どりの知名度向上と消費拡大を図るため、都市圏の小売
店や県内イベント会場においてＰＲする。
　品質向上や生産拡大に向け、消費者から得た評価や意見を生産者にフ
ィードバックする。

畜産技術室

101

(森林環境税活用事業）

　県産材の需要拡大と併せて、県外での販路開拓を図るため、製材業者
が参加する住宅資材フェア出展経費に対し助成する。
　木材需要が急増している中国など東アジアをターゲットとして、関係
団体等が行うスギ丸太等の海外輸出の取組に対し助成する。

99
おおいた豊後牛流通総合
対策事業

畜産振興課

県産材販売強化総合対策
事業

95
次世代を担う園芸産地整
備事業

Ｔｈｅ・おおいたブラン
ド流通戦略推進事業

　産地規模の拡大により、流通市場での価格形成をリードできるよう、
トマトなど戦略品目のさらなる産出額アップに向けて、栽培施設等の整
備に要する経費に対し助成する。
　【新】地熱利用による高生産性大規模団地　パプリカ（九重町）
　【新】大規模生産施設　　　　　　　　　　トマト　（竹田市）
　【新】大規模リース団地施設　　　　　　　こねぎ　（国東市）

園芸振興室

96
大分の茶産地強化対策事
業

　「おおいた茶」のブランド確立に向け、産地の規模拡大と省力化、品
質の向上を図るとともに、緑茶飲料メーカーとの連携に基づく新たな茶
産地づくりに取り組む農業法人等に対し助成する。
【新】防霜スプリンクラーの導入が困難な園地における防霜ファンの整
備に対し助成する。

園芸振興室

　県産畜産物の流通・輸出促進により畜産農家の所得向上を図るととも
に、安全・安心な食肉を供給するため、畜産公社が行う施設整備に対し
助成する。
　・事業主体　㈱大分県畜産公社（豊後大野市）
　・補助内容　産地食肉流通センターの整備（補助率　２／３）
　　　　　　　肉畜運搬車両の導入　　　　（補助率　１／３）
　・供用開始　平成２８年４月（予定）

　〔債務負担行為　２，８４６，６６７千円〕

事　業　名 当　初　予　算　の　概　要

平成２６年度
当初予算額

平成２５年度
当初予算額

所管課

林産振興室

　県外市場における県産和牛の評価を高め、販売拡大に繋げるため、高
品質牛の県域選抜出荷体制を構築する。
　・銘柄統一にあわせた県外フェアの開催費、販促費の助成
　・香港やマカオ等を対象とした個別商談等販促活動の推進　など

県域食肉流通センター整
備支援事業

畜産振興課

林産振興室
木造建築物等建設促進総
合対策事業

　県産材の需要拡大を図るため、住宅建設での地域材の利用拡大に取り
組む工務店に対し助成するとともに、森林整備加速化・林業再生基金を
活用し、地域材を使用した公共建築物の建設等に対し助成する。
【新】ＣＬＴ（直交集成板）を利用した展示棟を製作するほか、産学官
により構成する利用促進協議会を設立する。

(森林環境税活用事業）

特

新

新



12,591

(15,500)

 ○次代を担う力強い経営体づくり

12,000

(0)

37,357

(0)

948,147

(0)

10,925

(0)

601,329

(475,328)

31,435

(0)

8,447

(0)

25,568

(38,093)

30,511

(29,571)

15,852

(0)

112

集落・水田対
策室

108 青年就農給付金事業

　就農意欲の喚起と就農後の定着を図るため、就農給付金（就農時４５
歳未満、年間１５０万円）を交付する。
　・準備型（県が認定する研修生、最長２年）１１０人
　・経営開始型（地域の担い手となる新規就農者、最長５年）２８０人
【新】農地中間管理機構からの借受者や親元就農者を対象とする。

104
水田戦略作物生産力向上
対策事業

　経営所得安定対策の見直しに対応し、中核的農家の経営安定を図るた
め、飼料用米などの単収向上や品質改善を促進する。
　・飼料米対策　単収向上ｺﾝﾃｽﾄ、ﾏﾆｭｱﾙの作成、実証圃の設置
　・大豆対策　　作業工程管理、優良生産者表彰、技術研修会の開催
　・麦対策　　　麦種転換実証圃の設置、優良生産者の表彰
　・米粉対策　　需要喚起に向けた創作料理ｺﾝﾃｽﾄ、量販店等でのＰＲ

集落営農経営強化対策事
業

農山漁村・担
い手支援課

農山漁村・担
い手支援課

農山漁村・担
い手支援課

　農業法人や企業的農家等のニーズに応える人材を育成するため、農業
大学校に生産工程の管理手法（ＧＡＰ）講座を開設する。
　講座の実習や参入企業の職員研修などに必要な出荷調整実習施設を整
備する。

農地農振室

　肉用牛生産の分業化や６次産業化など対応した経営感覚溢れる担い手
を育成するため、肉用牛ゼミナールを開設する。
　・運営主体　大分県畜産協会、２年間
　・募集人員　３０人
　大規模経営体等における短期的な労働力不足を解消するため、ヘルパ
ーを養成する生産者団体を支援する。

畜産振興課

103

110
中山間地域集落営農経営
発展モデル事業

　生産調整の見直しにより、収益の低下が懸念される中山間地域におけ
る集落営農組織の経営安定化を図るため、園芸作物の導入や加工品の販
売など経営の多角化に取り組む法人を支援する。
　・補助率　３／４（県１／２　市町村１／４)　６法人
　中山間地域で重労働となっている畦畔の草刈りの省力化を図るため、
法人が行う芝を使用した緑化を支援する。

集落・水田対
策室

　集落営農法人の経営基盤を強化するため、経営の共同化や資材の共同
購入などに取り組む法人連携組織等が行う農業機械の整備に対し助成す
る。（補助率　１／３）
　・連携による大規模化　２法人
　・経営規模の拡大　　　７法人

　県内外の異業種企業の農業参入を促進するため、候補地の選定から参
入決定後の農地整備に至るまで様々な段階での総合的な支援を行う。
　【特】参入検討中の企業に対し農機具の短期賃借料などを助成
　・トラクターや格納庫等機械施設の整備に要する経費に対し助成
　・農地・水利施設、鳥獣被害防止柵等の基盤整備に対し助成

農山漁村・担
い手支援課

111

企業等農業参入推進事業

113 肉用牛担い手支援事業

漁業管理課

105
集落・水田対
策室

106 農地中間管理推進事業

　担い手への農地集積と集約化により、農地利用の高度化を図るため、
農地の中間的受け皿として農地中間管理機構を設置し、運営を支援する
とともに、機構への農地提供者に対し協力金を交付する。
　・経営転換協力金　　0.5ha以下 30万円／戸、2.0ha以下 50万円／戸
　　　　　　　　　　  2.0ha超　 70万円／戸
　・耕作者集積協力金　2万円／10a
　・地域集積協力金　　2～3.6万円／10a

　〔債務負担行為　１６１，５１０千円〕

109
魅力ある農業実践教育推
進事業

107 新規就農促進事業

　県内外から意欲ある農業の担い手を確保するため、日本農業実践学園
など就農協力協定機関と連携し、研修会や相談会等を実施する。
　・大分県就農相談会、福岡就農セミナー、県外就農体験研修の開催
　・雇用就農者を対象とする就農相談会の開催
　・農業法人を対象とする労務管理等研修の開催

　県産水産物の付加価値向上による販売拡大を図るため、県漁業協同組
合等が行う県産魚の利用拡大に向けた取組等を支援する。
（補助率　１／２）
　・食べやすい県産魚の加工品開発と販売ＰＲ
　・病院、福祉施設の給食利用促進　など

集落・水田対
策室

県産魚販売総合力向上事
業

攻めの水田農業構造改革
事業

　生産調整の見直しや米価下落にも対応可能な水田農業の担い手を育成
するため、モデルとなる大規模経営体や企業的担い手の規模拡大に必要
な機械整備に対し助成する。（補助率　３／１０～１／３）
　消費者に選ばれる米産地の確立に向け、食味計を導入し最上級米の販
売に取り組む生産者団体に対し助成する。（補助率１／３）

特

特

特

特

特

新

新



7,765

(0)

166,927

(249,910)

58,100

(0)

777,958

(0)

52,726

(58,540)

37,800

(0)

377,525

(331,073)

1,085

(0)

 ○効率的で持続性のある生産基盤・環境づくり

20,998

(43,750)

1,058,306

(678,225)

278,676

(0)

　素材生産コストの低減など、林業の構造改革に向けて、森林整備加速
化・林業再生基金を活用し、林業事業体が行う機械整備などに対し助成
する。
　【新】研修　高生産性システムの研修の開催
　・素材生産　林業機械の危険防止設備の整備、ハーベスタ等の改良、
　　　　　　　高性能林業機械導入を支援
　・人材育成　素材生産の担い手育成の支援

林務管理課

124

　地域の実情に応じた農地の大区画化など、市町村が行う農地や農業水
利施設等の小規模な基盤整備に対し、国庫補助に上乗せして助成する。
　・国55％、県15%、市町村20％、農家10%（中山間等の指定地域）
　・事業費　200万円以上、受益者２者以上

農村基盤整備
課

122

123

　農家数減少や高齢化により維持管理が困難な農業用水利施設の保全や
安全性の向上を図るため、施設の補修・更新やパイプライン化など機能
向上を行う。
　【新】農家負担の軽減(国のガイドラインに上乗せ)
　　　　国50→55%、県25→29.3%、市町村10→10.7%、農家15→5%
　　　　（中山間等の指定地域）

農村基盤整備
課

119
木質バイオマス熱利用促
進事業

原木しいたけ再生回復緊
急対策事業

【新】担い手への農地集積と集約化を加速し、農業構造の改革と生産コ
ストの削減を図るため、担い手への集積実績に応じて地元負担金を軽減
する国の制度に上乗せ助成する。
　・集積向上率　３０％以上
　・農家負担率　３．５％～０．５％（上乗率　１．０％～２．０％）

農村基盤整備
課

酪農経営構造改革推進事
業

　酪農経営の安定化に向け、生産性の向上を図るため、暑熱対策・省力
化施設の整備を行う生産者に対し助成する。
【新】良質な生乳の安定供給に向け、生乳検査機器（バクトスキャン）
を導入する県酪農業協同組合に対し助成する。(補助率１／３）

畜産技術室

114

120
力強い林業事業体育成事
業

　スギ・ヒノキの樹皮の有効活用や製材所のコスト削減を図るため、共
同乾燥施設の熱源として利用する木質バイオマスボイラーなどの導入に
対し助成する。（補助率　１／３）
　・事業主体　日田資源開発事業協同組合
　・補助内容　木質資源ボイラー、ヤード、ショベル

林産振興室

118
しいたけ増産体制整備総
合対策事業

　しいたけの生産性向上と増産を図るため、生産基盤の整備や生産施設
の近代化に取り組む生産者に対し助成する。（補助率１／３～１／２）
　・低コスト簡易作業路の整備
　・作業路開設用掘削機やユニック車の導入
　・人工ほだ場や発生ハウスなどの整備

林産振興室

115

畜産技術室

116
大分しいたけ元気回復事
業

　中核的な原木しいたけ生産者の生産意欲の減退を防ぐため、緊急的に
ほだ木造成経費に助成する。
　・補助内容　ほだ木1,500本を超える数量につき１０円／本

林産振興室

117

　しいたけの消費拡大や生産者の経営安定を図るため、森林整備加速化
・林業再生基金を活用し、大消費地での宣伝を強化するとともに、しい
たけの品質向上や生産コストの削減に取り組む生産者団体等に対し緊急
的に助成する。
　・各県共催による東京・大阪での料理コンクールの開催
　・県内小学校向け料理教室の開催、料理店等へのサンプル配布等
　・種駒購入費の助成（１円／駒）、原木購入費の助成（25円／本）
　・林内作業車（500台）､乾燥機(400台）導入費の助成(補助率1/2）

林産振興室

肉用牛繁殖産地活性化モ
デル事業

　中核的繁殖農家の規模拡大を図るため、肉用牛繁殖ステーションの設
置や低コスト型放牧の推進など、新たな経営モデルづくりに取り組む生
産者を支援する。（補助率　１／３）
　・６地区

（公）農業経営高
度化支援事業

（公）農業水利施
設保全合理化事業

（公）農業体質強
化基盤整備促進事
業

農
業
農
村
整
備
の
「

攻
め
」

と
「

守
り
」

121
佐賀関漁業新規就業者確
保推進事業

　関あじ、関さば漁の新たな担い手として地域への定着を図るとともに
地域の漁獲量を維持するため、県漁協佐賀関支店が行う空き家を活用し
た居住支援やリース漁船の修繕費等に対し助成する。 水産振興課

(中部振興局)

特

新

新

元

地

新



303,000

(0)

6,510

(0)

3,000

(0)

2,882,479

(2,986,852)

330,965

(831,091)

368,520

(219,120)

62,063

(0)

 ○地域資源を活用した農林水産業者等による新事業の創出

237,911

(0)

248,772

(0)

369,600

(399,650)

6,833

(0)

（公）小水力発電施設整
備事業

　農業水利施設の維持管理費の負担軽減を図り、条件不利地域の営農継
続を支援するため、農業用水路等を活用した小水力発電施設の整備等を
行う。
　・施設整備　元治水地区（由布市）、松木地区（九重町）など３地区
　・詳細調査　女子畑地区（日田市）、白水地区（竹田市）など４地区

農村基盤整備
課

133

６次産業化サポート体制
整備事業

　農山漁村の所得や雇用の増大、地域活性化を図るため、多様な事業者
が取り組む創意工夫を凝らした新商品開発や販路開拓、農林水産物の加
工・販売施設の整備を支援する。
　・６次産業化サポートセンターの設置(産業創造機構）
　・アグリ専任プランナーの配置（サポートセンター）
　・商品開発や販路開拓、加工・流通施設設備整備の支援

おおいたブラ
ンド推進課

132

125
農業農村多面的機能支払
事業

　農業の多面的機能を維持・向上するため、農業用水路や法面の管理、
農道の補修など地域における共同活動を支援する。
　・農地維持　　　　　　水田3,000　畑2,000　草地250（円/10a）
　・資源向上（共同活動）水田2,400　畑1,440　草地240（円/10a）
　・資源向上（長寿命化）水田4,400　畑2,000　草地400（円/10a）

農村整備計画
課

地熱フル活用おおいた新
活力創出事業

　本県の強みである地熱の利用を普及するため、農林水産研究指導セン
ター（別府花きセンター）に温泉熱発電システムを設置するとともに、
地熱利用型ハウスを整備する。
　・発電規模　　　　　　２０ｋｗ×２台
　・スマート農業ハウス  ６棟

工業振興課

135
地域養殖業拡大総合対策
事業

　栽培技術や経営に創意工夫を凝らし、先進的な取組を実践している農
業者を顕彰するため、全国農業コンクール全国大会を開催する。
　・開催日　２６年７月１７日（木）～１８日（金）
　・開催地　大分市
　・内　容　全国各地から選ばれた２０点の実績発表等
　・参集規模　１，２００人

134

131

研究普及課

130 （再掲）再造林促進事業

　持続的な森林経営の構築に向けて、従来の植樹本数を削減した低コス
ト再造林を行う森林所有者に対して、製材業界等と連携し、国庫補助に
上乗せして助成する。
　・補助対象　植樹本数 1,000本以上2,000本以下（１haあたり）
　・補助率　　国５１％、県３２％、業界７％、森林所有者１０％

森林整備室

127
全国農業コンクール開催
事業

　農作業の外部委託による園芸農家の規模拡大を促進するため、地元企
業や社会福祉施設等と連携し、受託事業所の開拓や農家需要とのマッチ
ングなどを行う人材を育成する。

園芸振興室126

128
森林整備加速化・林業再
生事業

　地域材の需要拡大や生産性の向上による持続可能な林業経営を支援す
るため、森林整備加速化・林業再生基金を活用し、森林所有者が行う路
網整備などに対し助成する。
　・路網整備　　林業専用道(25千円/m)、作業道(2千円/m)の助成
　・木質ﾊﾞｲｵﾏｽ　発電原料となるﾁｯﾌﾟ製造施設の整備支援　など

林務管理課
林産振興室
森林整備室

129 林業専用道整備促進事業

　林業の構造改革に向け、森林整備加速化・林業再生基金を活用し、森
林施業に特化した低コスト路網を整備する林業事業体に対し助成する。
（補助額　２５千円／ｍ）
　林道の機能強化や国の災害復旧事業で採択されない林道の復旧を行う
市町村に対し助成する。（補助率　４０％）

　地域適性に応じた養殖の振興に向け、養殖業者の経営安定を図るため
かぼすブリの付加価値向上など生産者の規模拡大を支援する。
　・かぼす果皮パウダーの量産化、食味の良さの栄養学的な検証
　・新型ワクチン接種にモデル的に取り組むヒラメ生産者の支援
　・クロメの養殖技術の確立

水産資源管理実践支援事
業

　資源管理に対する漁業者の意識の向上を図るとともに、種苗放流効果
を高めるため、公的規制にあわせ資源管理計画を策定し、遵守する漁業
者等に対し資源管理レベルに応じた放流支援を行う。
　・委員会指示及び資源管理計画　地元：県＝１：１
　・資源管理計画のみ　　　　　　地元：県＝１：３／４

水産振興課

(森林環境税活用事業）

林務管理課

水産振興課

緊急雇用大規模園芸農家
労働力確保対策事業

特

新

新

新

新

特

元



②活力を創造する商工業等の振興
（単位：千円）

41,283,915

(41,257,081)

210,419

(0)

19,818

(0)

54,376

(68,944)

248,772

(0)

25,652

(26,449)

4,479

(0)

24,471

(0)

137

中小企業金融対策費

　中小企業の設備投資や経営の安定化等を図るため、制度資金の貸付原
資を預託する。（新規融資枠　８１０億円）
　【新】改正耐震改修促進法施行の対応として、建築物の耐震診断、改
　　　　修等を行う中小企業者向けの資金を創設（４５億円）
　　　　融資利率 １．０％～２．２％、保証料率 ０．２５％
　　　  融資限度額２．８億円、償還期間２０年以内
　【新】小規模企業者が積極的に事業展開できるよう、小口零細企業資
　　　　金の融資枠を拡大(７０→７５億円)するとともに、融資条件を
　　　　緩和
　　　（例）融資期間１年以内の場合
      　　　　融資利率　１．８０％　→　１．５０％
　　　　　　　保証料率　１．０５％　→　０．８５％
　　　　　　　融資限度額１，２５０万円、償還期間１０年以内

　〔債務負担行為　１，９５７，３６４千円〕

経営金融支援
室

136

産業集積推進
室

140

138 食品産業成長促進事業 工業振興課

139

産業集積推進
室

141

事　業　名

平成２６年度
当初予算額

平成２５年度
当初予算額

当　初　予　算　の　概　要 所管課

142

143
元気創出デジタルものづ
くり推進事業

　県内企業の生産性向上や新分野進出を促進するとともに学生や女性の
関心を高めるため、３Ｄプリンター等を活用した三次元造形システムの
普及啓発を行う。
　・三次元技術研究会の開催（１２回）
　・専門講座の開催（４回）
　・デジタルものづくりフェスタ開催　など

自動車関連産業企業力向
上事業

　県内自動車関連企業の底上げを図るため、大分県自動車関連企業会を
推進母体とする技術力向上や人材育成及び受注獲得機会増大のための取
組を支援する。
【新】地場企業が参入できていない機械部品やユニット部品分野での受
注に向け講習会を開催する。

ロボット関連産業参入支
援事業

地域牽引企業創出事業

　地域を牽引する地場中小企業を育成するため、５年以内に雇用人数を
３０人以上または付加価値額を１億円以上増加する企業の人材育成や商
品・サービス力強化等を支援する。
（付加価値額＝営業利益＋人件費＋減価償却費）
　・補助率　　組織力強化費（高度人材確保、人材育成等）　２／３
　　　　　　　競争力強化費（商品改良、市場開拓等）　　　１／２
　　　　　　　設備整備費　（機械設備等の整備、建物除く）１／２
　・限度額　　６，０００万円（３年以内）

経営金融支援
室

工業振興課
（再掲）地熱フル活用お
おいた新活力創出事業

　本県の強みである地熱の利用を普及するため、農林水産研究指導セン
ター（別府花きセンター）に温泉熱発電システムを設置するとともに、
地熱利用型ハウスを整備する。
　・発電規模　　　　　　２０ｋｗ×２台
　・スマート農業ハウス  ６棟

新エネルギー導入総合支
援事業

　県内での新エネルギー導入に向けて、再生可能エネルギーを導入する
ため、企業や地域が実施するモデル事業に対し助成する。
　【新】風力発電設備整備に対する利子補給（当初３年間）
　【新】未利用エネルギーの活用（水素利用モデル支援　１件）

工業振興課

　県内企業の１／４を占め、地域経済への波及効果が大きい食品産業の
成長を促進するため、おおいた食品産業企業会を設立し、商品開発や人
材育成などの取組を支援する。
　・コーディネーター配置　１人
　・食品オープンラボ設置　産業科学技術センター
　・ワーキンググループ設置　など

　地場企業のロボット関連産業への参入を支援するため、産学官による
ロボットスーツＨＡＬの関連産業推進協議会を設置し、部品や周辺機器
の研究開発を行う。
　ロボットスーツＨＡＬを使用したリハビリを行う長期滞在者を本県へ
誘引するため、旅行商品の開発を行う。

情報政策課

元

元

特

特

特



205,400

(0)

1,228,138

(1,253,345)

6,280

(4,534)

56,919

(35,605)

72,855

(57,725)

1,220,000

(0)

891,590

(900,000)

442,832

(494,747)

③女性がいきいきと活躍できる環境づくり
（単位：千円）

14,800

(6,668)

21,618

(19,672)

144

女性の再就職チャレンジ
支援事業

149

（再掲）元気創出プレミ
アム商品券支援事業

150
（再掲）中小企業等事業
拡大・雇用創出事業

　県内中小企業の事業拡大と雇用創出を図るため、国の交付金を活用し
企業の経営拡大や創業等の取組を支援する。
　・県事業　　　　　４５事業　570,956千円　新規雇用 199人
  ・市町村事業　　　３１事業　269,034千円　新規雇用 121人
　・正規雇用奨励金　　　　　　 51,600千円  正規雇用 172人

145 小規模事業支援事業

　商工会、商工会議所が行う経営改善普及事業に要する経費及び商工会
連合会が行う商工会指導事業に要する経費に対し助成する。
【新】全国商工会議所観光振興大会の開催を支援する。
　・開催日　　２６年１０月２１日（火）～２３日（木）
　・開催地　　別府市
　・参集規模　１，５００人

商工労働企画
課

　県内の消費喚起と地域内の経済循環を創出するため、地域における明
るい材料を活用し、市町村が支援して発行するプレミアム付き商品券事
業や、商工会等が実施するグルメイベントなど、賑わい創出事業に対し
助成する。
　・補助対象　新規もしくは拡大発行する商品券等のプレミアム部分
　・補 助 率　１／２
　・発行総額　４４億円

事　業　名

平成２６年度
当初予算額

平成２５年度
当初予算額

当　初　予　算　の　概　要 所管課

女性の就労総合支援事業

　女性が活躍できる環境整備を推進するため、女性の就労について総合
的な支援を行う。
　【特】就職活動中の無料託児サービスを拡充(別府市、中津市）
　【特】管理職を目指す女性対象のスキルアップ講座の開催
　【特】女性管理職対象の講演会・意見交換会の開催
　【特】女性活躍モデル事例集の作成、情報誌等での紹介
　・企業向け女性登用・活用シンポジウムの開催　など

県民生活・男
女共同参画課

商工労働企画
課

147
フラッグショップ活用推
進事業

　首都圏フラッグショップ「坐来大分」を活用し、おおいたブランドの
確立を図るため、ＨＰや語り部スタッフによる情報発信や県産品の販路
拡大を行うとともに、多彩なメディアを利用した顧客開拓を行う。
【特】情報発信機能を強化するため、リニューアルを行う。

商業・サービ
ス業振興課

148 産業人材確保等支援事業

　県内企業の人材確保や新規学卒者（高校生、大学生等）の県内就職を
促進するため、合同説明会や面接会等を実施する。
【新】おおいた産業人財センターの機能を強化するため、ジョブカフェ
機能を付加し、県内若年者の無料職業紹介を開始する。

個性的商店街づくり推進
事業

　商店街の活性化を図るため、相乗効果の見込める伝統行事等の地域資
源との連携や域外への情報発信など、新たな取組を行う商店街振興組合
等に対し助成する。（補助率　１／２）
【特】芸術文化ゾーンと一体となったイベント開催や情報発信等に取り
組む複数の商店街に対し助成する。

商業・サービ
ス業振興課

雇用・人材育
成課

雇用・人材育
成課

146

153

152

雇用・人材育
成課

雇用・人材育
成課

雇用・人材育
成課

（再掲）地域人材雇用拡
大・処遇改善支援事業

　雇用を創出するとともに、在職者の処遇改善を図るため、国の交付金
を活用し、失業者の就職に向けた支援や賃金上昇を目的としたキャリア
アップ研修を実施する。
　・県事業　　　９．７億円　新規雇用 ４６９人
　・市町村事業　２．５億円　新規雇用 １４８人

　〔債務負担行為　６３０，０００千円〕

　子育て中の女性が職業訓練を受講しやすい環境を整備し、訓練期間中
の女性の再就職を支援するため、訓練期間中の保育料助成や託児付き職
業訓練を実施する。
　・保育料助成　　　　　８９人
　・母子家庭等対象訓練　２１人
　・託児付き職業訓練　　４０人→４８人

151
離職者等能力開発促進事
業

　離転職者の再就職を促進するため、民間専門学校等における職業能力
開発訓練を実施する。
　・訓練コース　８９コース
　・訓練対象者　１，５８９人
　・訓練期間　　１か月以上

元

新



21,905

(0)

2,949

(549)

④ツーリズムの展開
（単位：千円）

119,002

(120,101)

8,781

(9,054)

72,081

(0)

72,392

(87,468)

7,896

(7,566)

30,000

(0)

11,309

(0)

事　業　名

平成２６年度
当初予算額

平成２５年度
当初予算額

当　初　予　算　の　概　要 所管課

女性による地域力向上支
援事業

　女性が地域で活き活きと活躍できるよう、地域婦人会の活動を周知す
るなど、次代を担う人材育成を支援する。
　【特】女性活動実践フォーラムの開催（６市）
　・リーダー研修の開催

社会教育課

156
ツーリズム戦略総合対策
事業

　ツーリズム戦略を着実に推進するため、圏域別の観光ニーズを踏まえ
た誘客対策を実施する。
　・福岡圏域　ﾌﾘｰﾍﾟｰﾊﾟｰやWEBによる旬の情報発信、バスツアー造成
　・関西圏域　観光商談会、教育旅行誘致活動
　【特】首都圏域　福利厚生サービスと連携した誘客促進　など

観光・地域振
興課

157
歴史博物館特別展開催事
業

【新】大河ドラマ「軍師官兵衛」の放送開始を機に、大分県ゆかりの戦
国武将への関心が高まっていることから、黒田官兵衛、大友宗麟などの
肖像画、ゆかりの品を一同に展示する。
　・テーマ　「九州の戦国」（仮称）
　・会　期　２６年１０月１７日～１１月２４日

文化課

雇用・人材育
成課

154

155

子育てママの仕事復帰応
援事業

　出産、子育て等により離職した女性の再就職を促進するため、ビジネ
スマナー研修などを実施するとともに、企業へ派遣しトライアル就業を
行う。
　・就業支援員の配置　　　　　　　２人
　・女性求職者の募集・雇用　　１００人

160 ＭＩＣＥ誘致推進事業

　県外からの大規模な誘客を図るため、大型コンベンションや企業研修
など、ＭＩＣＥ誘致を推進する。
　・会場視察、開催経費等への一部助成（限度額１００万円）
　このほか、ツーリズムおおいたに設置しているイベント誘致促進基金
を活用し、大規模イベントの誘致に取り組む。

観光・地域振
興課

161
フェリー航路利用促進事
業

　関西・四国地域からの誘客を促進するため、「おんせん県おおいた」
等を活用して就航先地域においてフェリー事業者が行う本県への誘客活
動を支援する。（補助率　１／２）
　・「おんせん県おおいた」ＰＲ活動（ＣＭ放送）、誘客イベントの開
　　催、大分への旅行商品造成　など

交通政策課

162
東九州自動車道関連誘客
促進事業

　東九州自動車道（北九州～宮崎間）の開通を控え、東九州地域への誘
客を促進するため、宮崎県とタイアップし、中国・四国・北九州地域を
ターゲットに観光セールスを実施する。
　・高速道路周遊割引キャンペーンＰＲ活動
　・共通パンフレット作成、共同セールス活動　など

観光・地域振
興課

　「おんせん県おおいた」による宿泊者数の大幅な増加を目指すととも
に、次世代リーダーを養成するツーリズム大学の実施やガイドボランテ
ィアの育成を行う。
　【特】若者をターゲットに温泉キャンペーン「お湯マジ！22」の開催
　【特】インターネットを活用した個人手配旅行者向け情報誌の発行
　【特】熊本県と連携したやまなみハイウェイ５０周年企画の実施

観光・地域振
興課

158
おんせん県デスティネー
ションキャンペーン推進
事業

　「おんせん県おおいた」を全国に情報発信し、誘客と地域活性化につ
なげるため、２７年夏のデスティネーションキャンペーン（ＤＣ）の成
功に向け、ＪＲグループや旅行会社等と連携した取組を推進するととも
に、新たな広域観光ルートづくりに向け周遊観光バスの実証運行（二次
交通）を実施する。
　・全国宣伝販売促進会議開催（9月）
　・ＪＲ九州プレＤＣ(7～9月)、ＶＳ鹿児島キャンペーン(10～3月)
　・ＪＲ西日本リメンバー九州キャンペーン（周年）

観光・地域振
興課

159 国内圏域別誘客促進事業

特

特

特特

新



⑤海外戦略の推進
（単位：千円）

40,138

(49,817)

27,248

(20,393)

6,769

(0)

361,763

(0)

2,041
(2,041)

15,140

(14,259)

167
小学生国際交流活動推進
事業

　児童の外国文化への理解やコミュニケーション能力の向上を図るため
留学生等との交流活動を行う。
　・大学キャンパス１日留学　１５校
　・留学生等との交流会　　　１５校
　・大分国際車いすマラソン外国人選手との交流会　７校
　・子ども国際交流キャンプ　５・６年生５０人

義務教育課

事　業　名

平成２６年度
当初予算額

平成２５年度
当初予算額

当　初　予　算　の　概　要 所管課

168
はつらつ大分人材育成事
業

　グローバルな人材育成のため、海外留学を志す高校生に対し、事前研
修や支援金の交付を行う。
　【新】短期留学支援制度（１０万円　２０人）
　　　  長期留学支援制度（３０万円　  ５人）

高校教育課

165
農林水産物輸出促進対策
事業

　国の輸出戦略を踏まえ、香港やタイなどの市場に加え、インドネシア
やシンガポール、ＥＵ諸国など新たな地域への開拓を図るため、養殖ぶ
りや梨など有望な農林水産物のＰＲや商談会等の販売促進活動を行う。
　２７年に開催されるミラノ万博への参加に向け検討を開始する。

おおいたブラ
ンド推進課

163 海外誘客促進事業

　韓国・中国をはじめ東アジア地域からの誘客を促進するため、ツーリ
ズム戦略に基づき、アクセス情報の提供や旅行商品の造成を行うととも
に、大型観光クルーズ船の寄港時の受入態勢の整備や乗客への観光ＰＲ
などを行う。
　【特】留学生等を活用し通訳ガイドを養成（４０人）

観光・地域振
興課

164 海外戦略推進事業

　アジアの成長を取り込み本県産業の活性化を図るため、海外戦略に基
づき、県産食材と観光の一体的なプロモーションを実施するほか、県内
企業の海外展開を支援する。
　【特】香港、タイでのプロモーションの強化
　【特】県内企業の国際人材育成を支援（ＡＰＵ短期研修）
　・海外キーマンの招聘、留学生等による海外ネットワーク強化

国際政策課

166
（再掲）県域食肉流通セ
ンター整備支援事業

　県産畜産物の流通・輸出促進により畜産農家の所得向上を図るととも
に、安全・安心な食肉を供給するため、畜産公社が行う施設整備に対し
助成する。
　・事業主体　㈱大分県畜産公社（豊後大野市）
　・補助内容　産地食肉流通センターの整備（補助率　２／３）
　　　　　　　肉畜運搬車両の導入　　　　（補助率　１／３）
　・供用開始　平成２８年４月（予定）

　〔債務負担行為　２，８４６，６６７千円〕

畜産振興課

特

新


